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期  日 内　　容 場　所

3日㈫ 本会議 議場

11日㈬ 本会議（一般質問） 議場

12日㈭ 本会議（一般質問） 議場

13日㈮
本会議（一般質問） 議場

議会運営委員会（本会議終了後） 全員協議会室

18日㈬ 総務環境委員会 全員協議会室

19日㈭ 福祉文教委員会 全員協議会室

20日㈮ 産業建設委員会 全員協議会室

24日㈫ 予算決算特別委員会 全員協議会室

25日㈬ 予算決算特別委員会 全員協議会室

26日㈭ 予算決算特別委員会 全員協議会室

27日㈮ 本会議 議場
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■定例会の日程

『次世代住宅ポイント制度』がはじまります
　10月の消費税率引き上げに伴い、住宅取得等に対する支
援策が用意されています。
　一定の省エネ性や耐震性、バリアフリー性能を満たす住宅
や家事負担の軽減に資する住宅の新築やリフォームに対し、商
品と交換可能なポイントが付与されます。
対象　消費税率10％が適用される新築住宅の取得やリフォー
ムで、令和2年3月末までに契約の締結等をした方
発行ポイント
住宅の新築（貸家を除く）：1戸あたり上限35万ポイント
住宅のリフォーム（貸家を含む）：1戸あたり上限30万ポイント
※40歳未満の世帯、18歳未満の子を有する世帯がリフォー
　ムを行う場合はポイントの特例あり
問合  次世代住宅ポイント事務局
　　　☎0570ｰ 001ｰ 339（午前9時～午後5時）
        https://www.jisedai-points.jp

ポイント交換商品の登録を希望される事業者の
みなさんへ
　次世代住宅ポイント事務局では、ポイントの交換対象と
して指定する商品およびその交換商品事業者について、以
下の通り募集しています。ご希望の方は、お問い合わせく
ださい。
募集する交換商品
【省エネ、環境配慮に優れた商品】　生産・加工等の工程に
おいて環境上の課題に対し、一定の妥当な配慮がなされて
いることについて、認証制度の取得状況等により妥当と考
えられる内容が明示されていること
【防災関連商品】　災害発生時の被害の防止・抑制や円滑な
避難、生活手段の確保・維持等に資することについて、妥
当と考えられる内容が明示されていること
【健康関連商品】　健康の保持増進や高齢者が安心して生活
できる環境づくりに資することについて、妥当と考えられ
る内容が明示されていること
【家事負担軽減関連商品】　家事負担の軽減に資することに
ついて、妥当と考えられる内容が明示されていること
【子育て関連商品】　子どもや保護者が使用する子どもの健
やかな成長に資することについて、妥当と考えられる内容
が明示されていること
【地域の振興に資する商品】　国内の特定の地域における地
域資源を生かした生産・加工等を経た農林水畜産物、加工
食品・飲料、伝統工芸品等の地場産品であり、地域の振興
に資することについて、妥当と考えられる内容が明示され
ていること
募集期間　令和2年3月31日㈫まで
商品交換期間　10月1日㈫～令和2年6月30日㈫
問合  次世代住宅ポイント事務局交換商品事業者窓口
　　　☎0570-000ｰ 592（平日午前9時～午後5時）
        https://www.jisedai-points.jp/exchange/

キャッシュレス・消費者還元事業は 10月1日から
　消費者がキャッシュレス決済手段を用いて、小売店・
サービス事業者・飲食店などで支払いを行った場合、決
済金額の一部が消費者にポイント還元（原則5％）される
キャッシュレス・消費者還元事業が 10月1日から開始
されます。国では、この事業に参画する中小・小規模事
業者に対し、次の支援を行っています。
①キャッシュレス決済端末の導入費用を支援（自己負担なし）
②事業実施期間中の決済手数料を１／３補助
　まだ手続きがお済みでない事業者の方は、ぜひ、この
支援制度をご活用ください。本制度の詳細については、
次の専門窓口にお問い合わせください。
問合  ポイント還元窓口（中小・小規模事業者向け）
　　　☎0570‒000-655（平日午前10時～午後6時）
         https://cashless.go.jp


